
令和５年度徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金交付要綱

（補助金の交付）

第１条 知事は、２０５０年カーボンニュートラルの実現及び２０３０年温室効果ガス排出削減

目標の達成に向け、県民又は事業者（以下「県民等」という。）が行う地域の脱炭素化と再生

（以下「補助対象事業」という。）に要する経費に対可能エネルギー等の導入に関する事業

し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付については、徳島県補助金交付規

昭和５８年徳島県規則第５３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要則（

綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号の定めるところ

による。

（１）国交付要綱

二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱

（令和４年３月３０日環政計発第２２０３３０１号）をいう。

（２）国実施要領

国交付要綱第３条に掲げる事業に関して必要な細目等を定めた地域脱炭素移行・再エネ推

進交付金実施要領（令和４年３月３０日環政計発第２２０３３０３号）をいう。

（３）太陽電池

太陽光などの光の照射を受けてそのエネルギーを直接電気エネルギーに変える半導体装置

をいう。

（４）太陽光発電設備

太陽電池を利用して電気を発生させるための設備及びこれに付属する設備をいう。

（５）蓄電池

充電を行うことで電気を蓄え、繰り返し使用することができる電池（二次電池）をいう。

（６）住宅

自己の居住の用に供する戸建ての家屋（店舗等を併用する家屋を除く。）をいう。

（７）経産省補助金

経済産業省が採択した執行団体である一般社団法人次世代自動車振興センターが実施する

車両・充電インフラ等の導入に関する補助金をいう。

（８）ＥＶ

電池に備えた電力を動力源とし、外部電源からの電気を当該自動車に搭載されている電池

に充電することができる内燃機関を有さない四輪以上の自動車であって、当該自動車に係る

自動車検査証に当該自動車の燃料が電気であることが記載されている自動車をいう。

（９）Ｖ２Ｈ

ＥＶから電力を取り出し、また、ＥＶに充電する装置で、経産省補助金の補助対象機器と

して登録されているものをいう。

（10）リース事業者

リース契約に基づき、ＥＶ、またはＶ２Ｈの貸付を行う者をいう。

（11）ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）

快適な室内環境を保ちながら、住宅の高断熱化と高効率設備によりできる限り省エネルギ

ーに努め、太陽光発電等によりエネルギーを創ることで、年間で消費する住宅のエネルギー

収支がゼロ以下となる住宅をいう。

（12）ＺＥＨ＋（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス・プラス）

ＺＥＨの定義を満たしていることに加え、より高性能な住宅設備が備えられている住宅を

いう。



（13）ＺＥＨビルダー/プランナー

一般社団法人環境共創イニシアチブにより登録されているＺＥＨ住宅を建てることを認定

された事業者をいう。

（補助対象事業及び補助要件）

第３条 要綱第１条に規定する補助対象事業及び補助要件は、別表１に定めるとおりとする。

２ 事業は、原則単年度事業に限る。ただし、やむを得ない事情により工事が遅延したことその

他単年度事業とならないことについて、やむを得ない事由があると知事が認めた場合は、この

限りでない。

（補助対象経費及び補助率、補助額）

第４条 要綱第１条に規定する補助対象経費及びその補助率又は補助額は、別表２に定めるとお

りとする。

（補助金申請者）

第５条 この要綱に基づき補助金の交付を申請することができる者は、別表３に定めるとおりと

する。

（補助金交付申請書等）

第６条 規則第３条の補助金交付申請書は、様式第１号による。

２ 規則第３条の知事が定める書類及び期日は、別表４に定めるとおりとする。

３ 県民等は、規則第３条の補助金交付申請書を提出するに当たって、各事業実施主体において

当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税等相当額のう

ち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除でき

る部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を

乗じて得た金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合は、これを減額し

て申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等

相当額が明らかでない事業実施主体についてはこの限りでない。

（補助金の交付の条件）

第７条 規則第５条第１項各号に掲げる事項、規則第１５条の２に規定する事項及び次の各号

に掲げる事項は、補助金の交付の決定の条件となる。

（１） 補助金交付申請書の提出があった場合において、当該申請書の内容を審査の上、適切

であると認めたときは、補助事業者を決定するものとする。

（２） 提出された補助金交付申請書に係る補助金の額の合計が予算の総額に達したときは、

受付順により補助事業者を決定する。

（補助金交付指令前の着工）

第８条 事業の着工は、補助金交付決定（以下「指令」という。）に基づき行うものであるが、

当該年度内において真にやむを得ない事由により指令前に着工する必要がある場合には、その

理由を具体的に明記した指令前着工届（様式第２号）をあらかじめ知事に提出しなければなら

ない。

（軽微な変更）

第９条 規則第５条第１項第１号及び第２号の知事の定める軽微な変更は、補助事業の目的を

変更しない程度の軽微なもので、補助金の額に変更を生じないものとする。



（変更の承認の申請等）

第１０条 規則第５条第１項第１号から第３号までの規定による知事の承認を受けようとする

者は、補助事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を知事に提出しなければなら

ない。

２ 前項の申請書には、次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。

（１）補助事業変更（中止・廃止）の内容及び理由書

（２）その他知事が必要と認める書類

３ 規則第５条第１項第４号の規定による知事への報告をしようとする者は、その理由及び補

助事業の遂行の状況を記載した書類を知事に提出しなければならない。

（状況報告）

第１１条 県民等は、特に指示する事業については、補助事業の遂行の状況について、補助事

業遂行状況報告書（様式第４号）を作成し、指定する日までに知事に提出しなければならな

い。

（実績報告書等）

第１２条 規則第１１条の実績報告書は、様式第５号による。

２ 規則第１１条の実績報告書及び知事の定める書類並びにそれらの書類の報告期限は、別表

５に定めるとおりとする。

３ 第６条第３項ただし書きにより交付の申請を行った県民等は、実績報告の提出前に当該補

助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減

額するよう手続を行うものとする。

４ 第６条第３項ただし書きにより交付の申請をした県民等は、規則第１１条の実績報告書を

提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに係る消

費税等相当額が確定した場合には様式第６号により、その金額（前項の規定により減額した

各事業実施主体にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに知事に報

告しなければならない。

５ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部に相当

する補助金の返還を命ずることができる。

（補助金の請求）

第１３条 規則第１２条の規定による通知を受けた県民等は、補助金請求書（様式第７号）に

当該通知に係る通知書の写しを添えて知事に補助金の請求をしなければならない。

（補助金の支払）

第１４条 知事は、前条の補助金請求書等を受理した後に、補助金を支払うものとする。

（書類の保管）

第１５条 規則第１６条の帳簿及び証拠書類の保管期間は、補助金の交付のあった日又は廃止の

承認を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間とする。

（財産の処分の制限）

第１６条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については取得財産

を、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付目的に従ってその適正な運

用を図らなければならない。

２ 規則第１７条ただし書きの知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和４０年大蔵省令第１５号、以下「大蔵省令」という。）で定められている耐用年数（別



表６のとおり。以下「法定耐用年数」という。）をいう。

３ 前項別表６に掲げられていない事項の法定耐用年数については、知事が別に定める。

４ 規則第１７条第２号の知事が定めるものは、当該償却資産の取得単価又は効用の増加価格が

５０万円以上のものをいう。

５ 補助事業者は、規則第１７条の規定により、知事の承認を得て財産を補助金の交付の目的に

反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保（以下「処分」という。）に供しようと

する場合は、財産の処分を行おうとする日の３０日前までに財産処分承認申請書（様式第８

号）を知事に提出しなければならない。

６ 知事の承認を受けて財産を処分する場合には、補助金の全部又は一部を県に返還させること

がある。

（個人情報保護）

第１７条 知事は、本事業により得た情報は、徳島県個人情報保護条例（平成１４年条例第４３

号）に基づいて取り扱うものとする。

（雑則）

第１８条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、知事が別に定め

る。

附 則

この要綱は、令和５年７月２６日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年１０月１０日から施行し、令和５年度分の補助金について適用する。



別表１（第３条関係）

事業 補助要件 備考

各事業の共通 （１）国交付要綱に準ずること。

（２）国及び国の委託を受けた団体から、本

補助金以外の補助金を受けていないこと。

（３）徳島県内に本店、支店、営業所等を有

する事業者から購入等を行うこと。

太陽光発電 【太陽光発電設備】 蓄電池のみの単独設置は

設備・蓄電池 次の各号のいずれの要件も満たすもの。 不可。

補助事業 （１）国実施要領別紙２の２（２）ア（ア）

に定める要件を満たすこと。

（２）ＰＰＡによる設備でないこと。

（３）リース設備でないこと。

（４）太陽電池モジュールの公称最大出力

（定格出力）の合計値が１０kW未満のもの

であること。なお、増設の場合において

は、既存分を含めて１０kW未満であるこ

と。

（５）既築住宅であること。

（６）工事着工前であること。

【蓄電池】

次の各号のいずれの要件も満たすもの。

（１）国実施要領別紙２の２（２）ア（イ）

に定める要件を満たすこと。

（２）ＰＰＡによる設備でないこと。

（３）リース設備でないこと。

（４）定置用であること。

（５）既築住宅であること。

（６）工事着工前であること。

ＥＶ・Ｖ２Ｈ 【ＥＶ】 Ｖ２Ｈのみの単独設置は

補助事業 （１）国実施要領別紙２の２（２）オ（ネ） 不可。

に定める要件を満たすこと。

（２）自動車検査証の初度登録（届出）の日 【ＥＶ】

が本補助金に関する予算の成立日以降であ （３）に示す災害時の

ること。 ＥＶ活用は、ＥＶを活用

（３）災害時にＥＶを活用し、地域等に協力 した地域等への協力者名

できること。 簿登録書（様式１－７）

（４）ＥＶの自動車検査証に使用の本拠の位 に基づき、地震等による

置として徳島県内の地域が記載されている 大規模災害が発生した場

こと。 合に、本県の要請に基づ

き、ＥＶを非常用電源と

【Ｖ２Ｈ】 して提供すること等に協

（１）国実施要領別紙２の２（２）オ（ノ） 力すること。

に定める交付要件を満たすこと。

（２）Ｖ２Ｈの設置場所が、本補助金を用い

て導入したＥＶの自動車検査証における使

用の本拠の地域と同じであること。

（３）工事着工前であること。



ＺＥＨ＋ 次の各号のいずれの要件も満たすもの。

補助事業 （１）国実施要領別紙２の２（２）エ（ツ）

に定める交付要件を満たすこと。

（２）徳島県内に新築した住宅又は購入した

新築建売住宅であること。

（３）ＺＥＨビルダー/プランナーにより建築

された住宅であること。

（４）新築する場合は、工事着工前であるこ

と。



別表２（第４条関係）

補助率

事業 補助対象経費 又 は

補助額

太陽光発電 設備費(設備の購入、運搬、調整、据 【太陽光発電設備】

設備・蓄電池 付け等に要する経費)、工事費。詳細 太陽光発電設備に係る公称最

補助事業 は、国実施要領の別表第１を参照のこ 大出力（定格出力）の合計値の

と。 kW数（注１）×７万円

（注１）太陽光発電設備の公称

最大出力の合計値とは「太陽電

池モジュールの公称最大出力

（定格出力）の合計値」又は

「パワーコンディショナーの公

称最大出力（定格出力）」の小

さい方の値をいい、小数点以下

を切り捨てとする。

※上限額は３５万円とする。

【蓄電池】

補助対象経費の１／３以内

（千円未満は切り捨てとす

る。）

※上限額は２５．８万円とす

る。

ＥＶ・Ｖ２Ｈ 【ＥＶ】 【ＥＶ】

補助事業 ＥＶ（新車に限る。）の購入経費 蓄電容量（kWh）×２万円

（消費税及び地方消費税の額並びにリ （ただし、経産省補助金の

サイクル料金を除く。） 「（別表１）銘柄ごとの補助金

交付額」と８０万円を比較し、

低い方の額を上限とする。）

【Ｖ２Ｈ】

Ｖ２Ｈ設備本体（新品に限る。）の 【Ｖ２Ｈ】

購入経費（消費税及び地方消費税の額 補助対象経費の１／２以内

並びにリサイクル料金を除く。） （千円未満は切り捨てとする。

ただし、経産省補助金の「（別

表１）銘柄ごとの補助金交付

額」と７５万円を比較し、低い

方の額を上限とする。）

ＺＥＨ＋ 建築・購入に係る費用一式 １００万円／戸

補助事業



別表３（第５条関係）

事業 補助金申請者

各事業の共通 次の各号のいずれの要件も満たすこと。

（１）県が実施する利用状況等の調査に対して、必要な情報を提供する

こと。

（２）申請者又は申請者の役員等が、暴力団等の反社会勢力と関係を有

さないこと。

（３）県税、その他の税について未納がないこと。

太陽光発電 徳島県内に住所を有する個人（生計を同一にする者が徳島県内に住所

設備・蓄電池 を有する場合において、申請をしようとする者が当該住所の建物を所有

補助事業 しているときを含む。）

ＥＶ・Ｖ２Ｈ 【ＥＶ】

補助事業 （１）徳島県内に住所を有する個人、県内に事務所若しくは事業所を有

する法人（国、地方公共団体を除く。）。ただし、ＥＶまたは、Ｖ２

Ｈが自社製品又は１００％同一の資本に属するグループ企業からの調

達となる者（リース契約の場合は補助対象者の使用者）は補助申請者

としない。（ただし、補助申請者がリース事業者で、かつ、使用者が

前述の者に該当しない場合を除く。）

（２）ＥＶの自動車検査証に使用の本拠の位置として徳島県内の地域が

記載されていること。

（３）補助申請者がリース事業者の場合は、当該リース事業者が前項第

第１号から第２号の要件を全て満たす者であること。また、リース事

業者は、貸与料に補助金相当額分の値下がりを反映させること。

【Ｖ２Ｈ】

（１）本補助金に係るＥＶの交付申請をしている者

（２）Ｖ２Ｈの設置場所が、本補助金を用いて導入したＥＶの自動車検

査証における使用の本拠の地域と同じであること。

（３）設備を設置する住宅の所有者であること。

ＺＥＨ＋ 徳島県内に住所を有する個人（生計を同一にする者が徳島県内に住所

補助事業 を有する場合において、申請をしようとする者が当該住所の建物を所有

しているときを含む。）



別表４（第６条関係）

事業 知事の定める書類 提出期日 備考

各事業の共通 （１）住民票の写し（申請者が法 各事業ごとに ※申請日から起算

人の場合は、登記事項証明書の 別に定める。 して３か月以内の

写し） もの。

（２）納税証明書（都道府県税、

消費税及び地方消費税に未納税

額がないことを記載したも

の。）

太陽光発電 【太陽光発電設備】 知事が特に認め 工事着工の前に

設備・蓄電池 （１）誓約書（様式１－１） るものを除き、 申請が必要。

補助事業 （２）太陽光発電設備設置概要書 当該年度の１月

（様式１－２） ３１日までとす

（３）住宅の場所を示す位置図 る。

（住宅地図等）及び補助対象設

備を設置する場所を示す図面

（４）補助対象設備のカタログ、

パンフレット等の写し

（５）発電する電力の消費量計画

書（様式１－３）

（６）補助対象設備の設置に係る

見積書の写し

（７）工事請負書契約書の写し

（契約済みである者に限る。）

（８）その他知事が必要と認める

書類

【蓄電池】

（１）蓄電池設備設置概要書

（様式１－４）

（２）住宅の場所を示す位置図

（住宅地図等）及び補助対象設

備を設置する場所を示す図面

（３）補助対象設備のカタログ、

パンフレット等の写し

（４）補助対象設備の設置に係る

見積書の写し

（５）工事請負契約書の写し（契

約済みである者に限る。）

（６）その他知事が必要と認める

書類

ＥＶ・Ｖ２Ｈ 【ＥＶ】 【ＥＶ】 【Ｖ２Ｈ】

補助事業 （１）誓約書（様式１－５） 知事が特に認め 工事着工の前に申

（２）事業実施計画書（ＥＶ） るものを除き、 請が必要。

（様式１－６） 当該年度の２月

（３）ＥＶを活用した地域等への ２８日までとす

協力者名簿登録書 る。

（様式１－７）

（４）電力調達方法報告書 【Ｖ２Ｈ】

（様式１－８） 知事が特に認め

（５）自動車検査証の写し るものを除き、



（６）補助申請者が車両購入者と 当該年度の１月

なっている注文書、請求書もし ３１日までとす

くは売買契約書の写し（ただ る。

し、車名・グレード及び購入価

格が明示されていること。）

（７）自宅の再エネ設備で車両の

電力を賄う場合は、ＨＥＭＳの

データなどの当該設備の発電量

と自宅の電力消費量がわかる資

料

（８）前項に該当しない場合は、

再エネの調達に係る契約書もし

くは再エネ電力証書の写し（た

だし、再エネ調達量が明示され

ていること。）

（９）その他知事が必要と認める

書類

【Ｖ２Ｈ】

（１）事業実施計画書（Ｖ２Ｈ）

（様式１－９）

（２）申請者宛ての見積書（メー

カー名、型式、購入価格（予定

価格）、購入費の支払条件が明

記されていること。）

（３）工事請負契約書の写し

（契約済みである者に限る。）

（４）その他知事が必要と認める

書類

ＺＥＨ＋ （１）誓約書（様式１－１０） 知事が特に認め 工事着工の前に申

補助事業 （２）事業実施計画書 るものを除き、 請が必要。

（様式１－１１） 当該年度の１月

（３）建物の平面図 ３１日までとす

（４）ＢＥＬＳ評価書（ＺＥＨマ る。

ークが表示されたもの）の写

し、エネルギー計算書（ＢＥＬ

Ｓ評価機関の押印のあるもの）

及び外皮計算書（ＢＥＬＳ評価

機関の押印のあるもの）

（５）ＺＥＨ＋を証する書類

（設備のカタログ、図面等）

（６）補助対象住宅に係る見積書

（７）工事請負契約書の写し

（契約済みである者に限る。）

（８）その他知事が必要と認める

書類



別表５（第１２条関係）

事業 知事の定める書類 提出期日

太陽光発電 【太陽光発電設備】 補助事業の完了の日若しく

設備・蓄電池 （１）補助対象設備の設置に係る領収書 は廃止の承認を受けた日から

補助事業 及び領収書内訳書の写し 起算して３０日を経過した日

（２）工事が適正に行われたことが確認 又は補助事業の完了の日の属

できる写真 する年度の３月３１日のいず

（３）補助対象設備の設置に係る工事請 れか早い期日とする。

負契約書の写し（申請時に提出した場

合、変更がなければ不要。）

（４）補助対象設備の保証書の写し、出

荷証明書の写しその他の新品であるこ

とが確認できる書類

（５）電力会社との接続契約書、売電契

約書等の写し（固定価格買取制度、Ｆ

ＩＰ（Feed-in Premium）制度を利用

しないことが分かるもの。）

（６）建築基準法に基づく検査済証の写

し等

（７）その他知事が必要と認める書類

【蓄電池】

（１）補助対象設備の設置に係る領収書

及び領収書内訳書の写し

（２）工事が適正に行われたことが確認

できる写真

（３）補助対象設備の設置に係る工事請

負契約書等の写し（申請時に提出した

場合、変更がなければ不要。）

（４）補助対象設備の保証書の写し、出

荷証明書の写しその他の新品であるこ

とが確認できる書類

（５）太陽光発電設備と直接連系してい

ることを確認することができる書類

（電気配線図面等）

（６）その他知事が必要と認める書類

ＥＶ・Ｖ２Ｈ 【ＥＶ】 補助事業の完了の日若しく

補助事業 （１）領収書 は廃止の承認を受けた日から

（２）その他知事が必要と認める書類 起算して３０日を経過した日

又は補助事業の完了の日の属

【Ｖ２Ｈ】 する年度の３月３１日のいず

（１）補助対象設備に係る領収書及び領 れか早い期日とする。

収書内訳書の写し

（２）工事が適正に行われたことが確認

できる写真

（３）工事請負契約書の写し

（４）補助対象設備の保証書の写し、出

荷証明書の写しその他の新品であるこ

とが確認できる書類

（５）その他知事が必要と認める書類



事業 知事の定める書類 提出期日

ＺＥＨ＋ （１）補助対象設備に係る領収書及び領 補助事業の完了の日若しく

補助事業 収書内訳書の写し は廃止の承認を受けた日から

（２）工事が適正に行われたことが確認 起算して３０日を経過した日

できる写真 又は補助事業の完了の日の属

（３）工事請負契約書の写し（申請時に する年度の３月３１日のいず

提出した場合、変更がなければ不 れか早い期日とする。

要。）

（４）電力会社との接続契約書、売電契

約書等の写し（余剰電力を電力会社に

売電する場合に限る。）

（５）その他知事が必要と認める書類

別表６（第１６条関係）

対象設備 法定耐用年数

太陽光発電設備 １７年

蓄電池 ６年

Ｖ２Ｈ ６年



 様式第１号（第６条関係） 

 

                             年   月   日  

 

 

  徳島県知事 殿 

 

 

                住   所  

                氏   名                          

電話番号 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

 

 

補助金交付申請書  

 

 

  補助金の交付を受けたいので、徳島県補助金交付規則第３条の規定により、 

次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

 

１  事  業  名     年度徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業補助金 

   

  □  太陽光発電設備・蓄電池補助事業（□蓄電池も導入） 

 

  □  ＥＶ・Ｖ２Ｈ補助事業（□Ｖ２Ｈも導入） 

 

  □  ＺＥＨ＋補助事業 

 

（注）該当する補助事業に☑をすること。 

 

 

２  交付申請額 

 

   金            円  

 

 

３  関係書類 

 

 

４  担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、記入不要。） 

 

 氏名        連絡先 

 



 様式第２号（第８条関係） 

 

                             年   月   日  

 

 

  徳島県知事 殿 

 

 

                住   所  

                氏   名                          

電話番号 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地 

及び名称並びに代表者の氏名） 

 

補助金交付決定前着工届  

 

 

補助事業の交付決定前着工について、徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業

補助金交付要綱の第８条の規定により、次のとおり関係書類を添えてお届けしま

す。 

 

１  事  業  名     年度徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業補助金 

   

  □  太陽光発電設備・蓄電池補助事業（□蓄電池も導入） 

 

  □  ＥＶ・Ｖ２Ｈ補助事業（□Ｖ２Ｈも導入） 

 

  □  ＺＥＨ＋補助事業 

 

（注）該当する補助事業に☑をすること。 

 

２  以下の各条件について了承します。 

（１）補助金交付決定を受けるまでの期間に、天変地異等の事由によって実施した

事業に損失を生じた場合、これらの損失は申請者が負担すること。 

（２）補助金交付決定を受けた補助金額が、交付申請額に達しない場合において

も、異議がないこと。 

（３）当該事業については、着工から補助金交付決定を受ける期間内においては、

計画変更を行わないこと。 

 

３  着工予定年月日 

年   月    日  

 

４  竣工予定年月日 

年   月    日  

 

５  関係書類 

 

６  担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、記入不要。） 

 

 氏名        連絡先 



様式第３号（第１０条関係）  

 

年   月   日   

 

 

 徳島県知事  殿  

 

 

                住   所  

                氏   名                   

電話番号  

（法人にあっては、主たる事務所の所在地  

及び名称並びに代表者の氏名）  

 

 

補助事業変更（中止・廃止）承認申請書  

 

 

      に要する経費の配分の変更  

 補助事業   の  内  容  の  変  更    の承認を受けたいので、徳島県地域脱炭素  

              の  中止（  廃  止  ）  

 

移行・再エネ推進事業補助金交付要綱第１０条の規定により、次のとおり関係書類

を添えて申請します。  

 

 

１  補助事業名      年度徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業補助金  

 

  □  太陽光発電設備・蓄電池補助事業（□蓄電池も導入）  

 

  □  ＥＶ・Ｖ２Ｈ補助事業（□Ｖ２Ｈも導入）  

 

  □  ＺＥＨ＋補助事業  

 

（注）該当する補助事業に☑をすること。  

 

２  補助金の交付の指令番号  

 

      年    月    日付け徳島県指令第        号  

 

３  関係書類  

 

 (1) 補助事業変更（中止・廃止）の内容及び理由書  

 

 (2) その他必要な書類  

 

４  担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、記入不要。）  

 

 氏名         連絡先  



様式第４号（第１１条関係）  

 

年   月   日   

 

 

 徳島県知事  殿  

 

 

                住   所  

                氏   名                   

電話番号  

（法人にあっては、主たる事務所の所在地  

及び名称並びに代表者の氏名）  

 

 

補助事業遂行状況報告書  

 

 

 補助事業の遂行の状況について、地域脱炭素移行・再エネ推進事業補助金交付  

要綱の第１１条の規定により、次のとおり関係書類を添えて報告します。  

 

 

１  補助事業名      年度徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業補助金  

 

  □  太陽光発電設備・蓄電池補助事業（□蓄電池も導入）  

 

  □  ＥＶ・Ｖ２Ｈ補助事業（□Ｖ２Ｈも導入）  

 

  □  ＺＥＨ＋補助事業  

 

（注）該当する補助事業に☑をすること。  

 

 

２  補助金の交付の指令番号  

      年    月    日付け徳島県指令  第        号  

 

 

３  関係書類  

 

 

４  担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、記入不要。）  

 氏名         連絡先  

 



様式第５号（第１２条関係）  

 

 

年   月   日   

 

 

 徳島県知事  殿  

 

                住   所  

                氏   名                   

電話番号  

（法人にあっては、主たる事務所の所在地  

及び名称並びに代表者の氏名）  

 

 

実績報告書  

 

 

 補助事業が完了したので、徳島県補助金交付規則第１１条の規定により、次の  

とおり関係書類を添えて報告します  

  

 

１  補助事業名      年度徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業補助金  

 

  □  太陽光発電設備・蓄電池補助事業（□蓄電池も導入）  

 

  □  ＥＶ・Ｖ２Ｈ補助事業（□Ｖ２Ｈも導入）  

 

  □  ＺＥＨ＋補助事業  

 

（注）該当する補助事業に☑をすること。  

 

 

２  補助金の交付の指令番号  

 

      年    月    日付け徳島県指令  第        号  

 

 

３  関係書類  

 

 

４  担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、記入不要。）  

 

 氏名         連絡先  

  

 



 様式第６号（第１２条関係） 

 

                             年   月   日  

 

 

  徳島県知事 殿 

 

 

                住   所  

                氏   名                          

電話番号 

（法人にあっては、主たる事務所の所在地及

び名称並びに代表者の氏名） 

 

 

年度仕入れに係る消費税相当額報告書  

 

 

    年   月   日付け徳島県指令 第   号により交付決定通知のあった 

       事業補助金について、徳島県地域脱炭素・再エネ推進事業補助金交

付要綱第１２条第４項の規定に基づき、次のとおり報告します。 

 

 

１  徳島県補助金交付規則第１２条に基づく確定額 

金          円  

（   年   月   日付け徳島県指令 第    号による額の確定通知額） 

 

 

２  補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額 

                        金           円  

 

 

３  消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額 

                       金           円  

 

 

４  補助金返還相当額（３－２） 

                       金           円  

 

 

５  担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、記入不要。） 

 

  氏名        連絡先 

 

（注）事業主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。 

 



様式第７号（第１３条関係）  

 

受理日付印  

 

 

     補   助   金   請   求   書  

 

 

 

 

 

 

 

                                         請求日      年    月    日  

 

徳島県知事  殿  

 

             請  求  者  

              住      所  

              氏      名  

            （法人名及び代表者名）                           

      

       

   

右 の 金  額  を

請求します。  

 請求  

 金額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適               要  

補助事業名  

 

 

 

 

    年度徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業補助金  

□ 太陽光発電設備・蓄電池補助事業（□蓄電池も導入）  

□ ＥＶ・Ｖ２Ｈ補助事業（□Ｖ２Ｈも導入）  

□ ＺＥＨ＋補助事業  

（注）該当する補助事業に☑をすること。  

 補助指令金額   

 補助指令年月日   

 補助指令番号   

 

 補助額  

 

 既受領額   

 今回請求額   

 残       額   

 請求区分   精  算     

 

 

 

 

 

 

 

 口座振込先  

 金融機関名 （              ）   店舗名 （      ）  

 預金種別（ １ 普通 ２  当座 ９  その他 ）  

 口座番号          （  右づめ ）  

 口座名義 （カタカナ書き）  

       （                                                   ）  

発行責任者及び担当者（個人の場合は、担当者欄に連絡先のみ御記入ください。）  

 氏 名  連絡先  

発行責任者    

担当者    

 



様式第８号（第１６条関係）  

 

  年   月   日  

 

 

   徳島県知事  殿  

 

 

                              住所  

                                   氏名                 

                                  電話番号  

（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名

称並びに代表者の氏名）  

 

 

財産処分承認申請書  

 

 

 徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業補助金交付要綱第１６条第５項の規定に 

より、財産の処分の承認を受けたいので、次のとおり申請します。  

 

 

１ 補助金の交付決定の年月日及び指令番号  

      年    月    日付け徳島県指令第   号  

 

 

２ 処分しようとする財産の名称、理由、方法及び価格  

 

財産の名称  

 

理由  

 

方法  

 

処分価格(円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 担当者の氏名、連絡先（個人の場合は、記入不要。）  

  氏名        連絡先  

 

 



様式１－１ 

 

徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金 

 太陽光発電設備・蓄電池補助事業に係る誓約書 

 

 徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金の申請にあたり、以下の事項について相違ないこ

とを誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反した場合に、徳島県補助金交付規則第１４条に基づき交

付決定の取消し、又は返納となる可能性があることについて承知するとともに、返納が生じた場合

は、県の指示に応じて速やかに返納します。 

なお、誓約に反した場合に、徳島県が行う一切の措置に対して異議の申し立てを行いません。 

    

１．国及び国の委託を受けた団体から、他の太陽光発電設備・蓄電池に係る補助金を受けていない 

 こと。 

２．県が実施する太陽光等の利用状況等の調査に対して、必要な情報を提供すること。 

３．申請する住宅は、既築住宅であること。 

４．固定価格買取制度、ＦＩＰ（Feed-in Premium）制度を活用しないこと。 

５．電気事業法第２条第１項第５号ロに定める接続供給（自己託送）を行わないものである 

こと。 

６．太陽光発電設備については、法定耐用年数を超えて使用すること。 

７．太陽光発電設備については、法定耐用年数を経過するまでの間、交付対象事業により取得した

温室効果ガス排出削減効果についてJ-クレジット制度への登録を行わないこと。 

８．太陽光発電については、発電した電力の３０パーセント以上を、申請した住宅の敷地内で自ら

消費すること。 

９．蓄電池設備を導入する場合、法定耐用年数を超えて使用すること。 

10．申請者が、暴力団等の反社会的勢力と関係を有さないこと。 

11．本事業で取得した設備等を反社会的勢力に提供しないこと。 

 

 

  年  月  日 

 

徳島県知事 殿 

 

申請者   

住所                       

氏名（自署）                   



様式１－２ 

太陽光発電設備設置概要書 

 

１ 申請者 

フリガナ  

氏名  

現住所  

電話番号  

設備を設置する住宅の所在地 （現住居の場合は、同上と記載） 

 

２ 申請する補助対象事業 

事業着手（発注・契約）予定     年  月  日 

事業完了予定     年  月  日 

【 施工業者について 】 

事業者名 

代表者氏名 

所在地 

電話番号 

担当者氏名 

太陽電池モジュール 

（メーカー名・型式） 
 

パワーコンディショナー 

（メーカー名・型式） 
 

太陽光発電設備の公称最大出力の合計値※１ 

（10ｋＷ未満が対象） 

      ｋＷ（小数点以下切り捨て）① 

（次項の「３ 補助金交付申請額」の算出で使用） 

※１ 太陽光発電設備の公称最大出力の合計値とは、「太陽電池モジュールの公称最大出力（定格

出力）の合計値」又は「パワーコンディショナーの公称最大出力（定格出力）」の小さい方の値を

いい、小数点以下を切り捨てとする。 

 

３ 補助金交付申請額 

補助金の計算式 申請額 

①公称最大出力の合計値（ｋＷ） × ７万円 

ただし、上限額は３５万円とする。 
    万円 

 

 



様式１－３ 
 
 

発電する電力の消費量計画書 
 
 
補助の要件として、補助事業にて設置する太陽光発電設備により発電した電力の３０％

以上を自家消費する必要があります。 
以下の項目をご記入ください。（各想定値は、施工業者等にお問い合わせください。） 

 
 

申請者 

住所  

氏名  

 
 

【想定値】年間発電量 
（Ａ） 

ｋＷｈ  

【想定値】年間自家消費量 
（Ｂ） 

ｋＷｈ  

【想定値】自家消費割合 
（Ｂ）／（Ａ） 

％  

 
 

施工業者 

所在地  

社 名 

代表者名 
  

電話番号  

担当者名  



様式１－４ 

蓄電池設備設置概要書 

 

１ 申請者 

フリガナ  

氏名  

現住所  

電話番号  

設備を設置する住宅の所在地 （現住居の場合は、同上と記載） 

 

２ 「申請する補助対象事業」及び「補助金交付申請額」 

事業着手（発注・契約）予定     年  月  日 

事業完了予定     年  月  日 

【 施工業者について 】 

事業者名 

代表者氏名 

所在地 

電話番号 

担当者氏名 

メーカー名  

型式  

蓄電容量（Ａ）    .   ｋＷｈ（小数点以下第３位以下切り捨て） 

補助対象経費 

設備費（税抜） 円  

工事費（税抜） 円  

合計金額（Ｂ） 円  

（Ｂ）÷（Ａ） 

            円（１ｋＷｈ当たりの金額） 

※155,000 円以下の場合に限り、補助対象となります。 

補助金の交付申請額 
「（Ｂ）÷３」又は 

「25.8 万円」の安い方 

         円  

※1,000 円未満は切り捨てる。 

 

 



様式１－５ 

 

徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金 

 ＥＶ・Ｖ２Ｈ補助事業に係る誓約書 

 

 

 徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金の申請にあたり、以下の事項について相違ないこ

とを誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反した場合に、徳島県補助金交付規則第１４条に基づき交

付決定の取消し、又は返納となる可能性があることについて承知するとともに、返納が生じた場合

は、県の指示に応じて速やかに返納します。 

なお、誓約に反した場合に、徳島県が行う一切の措置に対して異議の申し立てを行いません。 

    

１．国及び国の委託を受けた団体から、他のＥＶ・Ｖ２Ｈに係る補助金を受けていないこと。 

２．県が実施するＥＶの利用状況等の調査に、必要な情報を提供すること。 

３．ＥＶについては、法定耐用年数を超えて使用すること。 

４．本補助事業により取得したＥＶについては、徳島県内を本拠として使用すること。 

５．Ｖ２Ｈを導入する場合、法定耐用年数を超えて使用すること。 

６．申請者（法人が申請する場合は役員等を含む。）が、暴力団等の反社会的勢力と関係を有さな 

いこと。 

７．本事業で取得した設備等を反社会的勢力に提供しないこと。 

 

  年  月  日 

 

徳島県知事 殿 

 

  

申請者 

所 在 地                    

氏   名                    

（個人以外の場合は、名称及び代表者の職・氏名を記載すること） 

担当者及び連絡先 

                   担当者名                     

                    連絡先                     



様式１－６ 

    年  月  日  
 
 

徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金 
 ＥＶ・Ｖ２Ｈ補助事業に係る事業実施計画書（ＥＶ） 

 
 

（申請者） 所   在   地              
 氏     名                 

  （個人以外の場合は、名称及び代表者の職・氏名を記載すること。） 

（担当者及び連絡先） 

 

 

【車両及び補助金額算定に関する事項】 

使用の本拠の位置  

導入したＥＶ 

メーカー 

車 名 

型 式 

自動車検査証の初度登録（届出）日     年  月  日 

ＥＶの蓄電容量(A) kWh 

補助金交付見込額(B) 

(B)=(A)×2 万円 
円／台 

国補助金上限額(C) 円／台 

(B)と(C)のいずれか小さい金額(D) 円／台 

(D)と 80 万円のいずれか小さい金額(E) 円／台 

台数(F) 台 

補助金交付申請額 

(E)×(F) 
円 

 



様式１－７  
 

年  月  日  
 
 
徳 島 県 知 事  殿  
 
 

（申請者） 所   在   地              
 氏     名                 

  （個人以外の場合は、名称及び代表者の職・氏名を記載すること。）  
                                                                          

ＥＶを活用した地域等への協力者名簿登録書  
 
 災害時にＥＶを活用した地域等への協力者として、下記のとおり登録するとともに、誠

意を持って協力します。  
 
１ 協力内容  
 ・地震等による大規模災害が発生した場合において、徳島県の要請に基づき、ＥＶを非

常用電源として提供すること。  
 ・協力者名簿に登録された情報を徳島県災害対策本部に提供すること。  
 

２ 登録設備  

設  備  型  式 保管場所（名称及び住所）  

ＥＶ     

 

３ 登録者連絡先  

氏  名   

電話番号   

メールアドレス   

住  所   

 



様式１－８  

年  月  日  

 

徳 島 県 知 事  殿  

                                         

 

（申請者） 所   在   地              

 氏     名                 
  （個人以外の場合は，名称及び代表者の職・氏名を記載すること。）  

  

 
（担当者及び連絡先）  

 

電力調達方法報告書  

 

 

 徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金（ＥＶ・Ｖ２Ｈ補助事業）の申請にあ

たり、ＥＶに用いる再生可能エネルギーの調達方法を次のとおり報告します。  

 

 
１ ＥＶの想定年間消費電力量           kWh  

 

 

２ 調達方法（年間） 

① 自宅（太陽光発電） kWh 

② 自宅（その他再生可能エネルギー） kWh 

③ 再エネ電力証書 

（グリーン電力証書・再エネ電力由来Ｊクレジット） 

kWh 

④ 再エネ電力メニュー kWh 

合計 kWh 

 

  ※①又は②の場合   自宅での年間発電量        kWh 

             自宅での年間消費量        kWh 

 

 

３ ＥＶで使用する調達再エネ量 

   ２の合計値        kWh － １の消費電力量        kWh 

                           ＝        kWh 



様式１－９ 

    年  月  日  
 
 

徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金 
 ＥＶ・Ｖ２Ｈ補助事業に係る事業実施計画書（Ｖ２Ｈ） 

 
 

（申請者） 所   在   地              
 氏     名                 

  （個人以外の場合は，名称及び代表者の職・氏名を記載すること。） 

（担当者及び連絡先） 

 

 

【機器及び補助金額算定に関する事項】 

設置場所 
名 称 

住 所 

導入予定のＶ２Ｈ 
メーカー 

型 式 

事業着手（発注・契約）予定日     年  月  日 

事業完了予定日     年  月  日 

Ｖ２Ｈ本体価格(A) 円／台 

補助金交付見込額(B) 

(B)=(A)×1/2 
円／台 

国補助金上限額(C) 円／台 

(B)と(C)のいずれか小さい金額(D) 円／台 

台数(E) 台 

補助金交付申請額 

(D)×(E) 
円 

 



様式１－１０ 

 

徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金 

 ＺＥＨ＋補助事業に係る誓約書 

 

 

 徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金の申請にあたり、以下の事項について相違ないこ

とを誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反した場合に、徳島県補助金交付規則第１４条に基づき交

付決定の取消し、又は返納となる可能性があることについて承知するとともに、返納が生じた場合

は、県の指示に応じて速やかに返納します。 

なお、誓約に反した場合に、徳島県が行う一切の措置に対して異議の申し立てを行いません。 

 

１．国及び国の委託を受けた団体から、他のＺＥＨ＋に係る補助金を受けていないこと。 

２．県が実施するＺＥＨ＋の利用状況等の調査に対して、必要な情報を提供すること。 

３．売電を行う場合は全量買取方式ではなく、余剰買取方式によること。 

４．補助対象設備は、法定耐用年数を超えて使用すること。 

５．法定耐用年数を経過するまでの間、交付対象事業により取得した温室効果ガス排出削減効果に 

ついてJ-クレジット制度への登録を行わないこと。 

６．申請者が、暴力団等の反社会的勢力と関係を有さないこと。 

７．本事業で取得した設備等を反社会的勢力に提供しないこと。 

 

 

  年  月  日 

 

徳島県知事 殿 

 

 

申請者   

住所                       

氏名（自署）                   



様式１－１１ 

    年  月  日  

 

 

徳島県地域脱炭素移行・再エネ推進事業等補助金 

 ＺＥＨ＋補助事業に係る事業実施計画書 

 
 

申請者 住  所                

氏  名                

電話番号                

 

 

１ 事業計画 

（１）補助対象住宅の所在地 

    

 

 

（２）工事着工日（予定） 

       年  月  日 

 

 

（３）工事完了日（予定） 

       年  月  日 

 

 

（４）工事施工業者 

所在地  

ＺＥＨビルダー／プランナー登録名称  

ＺＥＨビルダー／プランナー登録番号  

 

 

２ 補助対象経費 

補助対象経費（建築又は購入に係る費用一式） 円 

補助金申請額（定額） 1,000,000 円 

 

 


